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【1】 公会計財務書類

（1） 勘定連絡図【資料１】
（2） 基準モデル【資料２】
（3） 総務省方式改訂モデル【資料３】
（4） 東京都方式【資料４】
【2】 公認会計士協会からの問題提起

（1） 公会計･監査特別委員会研究報告第１号「地方公共団体の会計に関する提言」　【資料５】
· 論点２：地方公共団体や地方独立行政法人、地方三公社、地方公営企業等に適用される会計基準を統一的に制定する公会計基準設定主体を設置することを検討すべき
· 連結財務書類作成における会計方針の統一を容易にするためにも、「統一的な地方公会計基準」の設定が望まれる。

· 財務諸表の作成に関し、出納整理期間中の取引を織り込む処理を採用すべきではない。

· 定期的な再評価を強制すべきではないと考えられる。また、将来、地方公会計の統一基準を作成する場合、住民のニーズの変化等によりサービス提供能力が著しく低下した場合の減損処理を規定すべきであると考えられる。

· 地方公共団体における一年間の行政活動を財務的な観点から示す計算書、すなわち財務業績を示す計算書が必要と考える。その場合に作成される財務業績を示す財務諸表は、財務諸表の目的・内容をより端的に示す、例えば「財務業績計算書」という名称に変更すべきである。

· 行政サービスの提供に要した費用が把握され、それを賄う財源として税収・補助金などが収受される。

· 基準モデルでは、原則として開始時の純資産差額が開始時未分析残高として開示されるため、その有用性が疑問であるとの意見があった。
（2） 比較表【資料６】
【3】 連結財務書類作成に向けて

（1） 連結作成手続イメージ【資料７】
（2） 連結財務書類作成手引【資料８】
【4】 今後の自治体向け連結サービス
（1） 連結財務書類作成サポート

（2） 財務書類に対する任意監査　　　　　　展開
（3） 健全化法、ＩＲ、広報面（分かりやすい説明）のコンサルティング
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